埼玉県政策形成基礎調査業務委託仕様書
１　調査目的
　次期５か年計画（令和４年度～８年度）の策定に当たり、今後取り組むべき施策検討の基礎資料を得るため、人口の将来見通しと将来展望に関する調査分析を行う。また、ＳＤＧｓに係る企業等の意識調査を行い、埼玉版ＳＤＧｓの推進のための基礎資料とする。
２　業務内容
（１）将来人口の推計・分析
　　　次の視点等を踏まえ、性別・国籍別（日本人・外国人の別。以下、同じ。）・年齢５歳階級別、県全体・地域別（※）・市町村別に２０６０年までの人口の将来予測を行い、主な特徴や傾向等の分析を行う。
　　　なお、推計に用いる計算シートは、２０２０年の国勢調査で公表される本県の人口を基準人口等へ代入することにより最新の推計が算出される仕様としたものを作成し、提出すること。
　　（※地域別とは、現行の埼玉県５か年計画における「第３編　地域の施策展開」で区分する県内の１０地域とする。以下、同じ。）

　　・　性別・国籍別・年代別、県内市町村間・他都県間の社会動態を踏まえた今後の社会増減
　　・　生存率、有配偶率、出生率、合計特殊出生率等の想定を踏まえた今後の自然増減
　　・　外国人登録者数の今後の動向（海外留学生、外国人労働者数の見通し）

　　・　その他、人口動態に影響を及ぼす事項を踏まえること
（２）今後の環境変化と影響分析
　　　（１）の将来推計人口を踏まえ、２０３０年及び２０４０年における本県の状況について、客観的なデータを用いて各分野から多面的に分析するとともに、現在の状況と比較した際に生じうる課題を抽出・整理する。
　　　その上で、各課題に対し本県にも応用可能と考えられる施策について、他自治体・海外等の取組事例を収集・紹介する。
　　　なお、分析には以下の点に留意すること。
　　・　できる限り多くのエビデンス（客観的なデータ）を収集・使用すること。その際には推計を含め、原則として全国データではなく本県のデータを使用し、適宜他県等との比較なども行うこと。

　　・　分析の際には、できる限り「高齢者」「女性」「外国人」の視点を取り込むこと。

　　・　以下①～④の視点について分析を行うこと。
　　【分析の視点】
　　　①　世帯
　　　　　世帯主の性別・年齢５歳階級別・世帯の家族類型別、県全体・地域別・市町村別に将来予測を行い、主な特徴や傾向等の分析を行う。
　　　②　労働力
　　　　　今後の労働環境の変化、若者・女性・高齢者・外国人等の労働参加率等の将来想定を踏まえて労働力人口を性別・年齢５歳階級別に推計し、主な特徴や傾向等の分析を行う。
　　　③　就業者
　　　　　完全失業率、有効求人倍率、産業別雇用規模、産業別追加需要等の将来想定を踏まえ、産業別・性別・国籍別・年齢５歳階級別に本県の就業者数を推計し、雇用吸収力が見込まれる産業分野や、人手不足が懸念される産業分野等を予測するなど、主な特徴や傾向等の分析を行う。

　　　④　その他
　　　　　上記①～③のほか、県政に大きな影響を及ぼす事項があれば同様に分析を行う。なお、以下の推計があると望ましい。

　　　　・　本県の高齢者の就業及び生活状況について、今後の働き方やライフスタイルの変化、定年延長、年金受給レベルの低下等を踏まえ、さまざまな切り口で推計を行い、主な特徴や傾向等の分析を行う。
　　　　　《例》・　就業時間・日数別、雇用形態別、産業別、前職との関連別（再雇用か、異なる職種か）就業者数
　　　　　　　　・　余暇活動時間、スポーツ行動率
（３）ＳＤＧｓに係る意識調査
　ＳＤＧｓの認知度向上及び全県展開に向けた施策及び目標の検討に当たっての基礎データ等とするため、県内事業者を対象に、次の事項を踏まえたアンケート調査の設計、実施、集計及び分析を行う。
　なお、調査内容は以下のとおりとする。

・　調査対象
　　埼玉県内に本社又は事業所を置く事業者
・　標本数（例）
　　５，０００件（回収率２０％程度と想定）
・　標本抽出
　　調査設計の段階で抽出法を決定し、受託者が抽出する。ただし、県内の全調査対象の構成比から見て、業種及び従業員数規模の分布に偏りがないよう考慮して抽出する。
　①　業種
　　　日本標準産業分類（平成２５年１０月改定）に掲げる全産業（Ａ～Ｒ）について網羅すること。
　②　従業員数規模
　　　中小企業（１人以上）から大企業まで網羅すること。
・　想定する調査項目
　　調査項目は以下の例が考えられるが、その他今後の埼玉版ＳＤＧｓの推進にあたって有効と考えられる項目を設定する。
　①　ＳＤＧｓの認知度
　②　ＳＤＧｓの取組状況（段階）
　③　ＳＤＧｓに関する情報入手ルート
　④　ＳＤＧｓに取り組むことのメリット
　⑤　ＳＤＧｓの推進意向（ない場合は、その理由）
　⑥　ＳＤＧｓの１７ゴールの中で関心がある分野、取り組めそうな分野
　⑦　ＳＤＧｓの推進に当たっての課題
　⑧　行政に期待する支援策
　⑨　ＮＰＯ等市民団体との協働や地域貢献意欲の有無（ＳＤＧｓに関わらず）
　⑩　コンソーシアムへの参加意思（＋期待すること）
　⑪　パートナーシップ制度（仮）で確認する項目のチェック

３　業務実施上の条件
（１）履行期間
      契約締結日～令和３年３月１５日までとする。
（２）貸与資料目録
    ・埼玉県５か年計画－希望・活躍・うるおいの埼玉－
　　・第２期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略
（３）打ち合わせ回数
      ４回以上（業務着手前、中間報告、調査報告書(案)完成時、調査報告会、その他県が必要と認める場合）
（４）成果品及び納品時期
    ①　中間報告
　　　ア　報告内容
　　　　　・ＳＤＧｓに係る意識調査
　　　イ　提出期限　令和２年７月下旬までに納品する。
    　ウ　提出書類及び部数
        　・中間報告書　１０部及び電子媒体（CD-ROM：Word形式）一式
        　・集計データの電子媒体（CD-ROM：Excel形式）一式
    　エ　仕様　Ａ４版の用紙に印刷しファイルに綴じて提出
　　②　中間報告
　　　ア　報告内容
　　　　　・将来人口の推計・分析

　　　　　・今後の環境変化と影響分析

　　　イ　提出期限　令和２年９月下旬までに納品する。
　　　ウ　提出書類及び部数
　　　　　・中間報告書　１０部及び電子媒体（CD-ROM：Word形式）一式
　　　　　・分析データの電子媒体（CD-ROM：Excel形式）一式
　　　エ　仕様　Ａ４版の用紙に印刷しファイルに綴じて提出
　　③　最終報告
    　ア　提出書類及び部数
          ・調査報告書　　　　１５部
          ・概要版　　　　　　３０部
          ・調査報告書及び概要版の電子媒体（CD-ROM：Word形式）一式
　　　　　・分析データの電子媒体（CD-ROM：Excel形式）一式
　　　イ　提出期限　令和３年３月１５日までに納品する。
    　ウ　仕様　Ａ４版くるみ製本
４　その他
（１）調査データ等の機密保持

①　本調査により得られたデータ等すべてについて、本調査の目的以外に使用、流用等をしてはならない。

②　本調査により得られたデータ等の使用、保存、処分には、調査内容の機密が保持されるよう細心の注意をもって当たらなければならない。

③　県による検査確認に合格した旨の通知を受けた時点をもって、直ちにすべてのデータをはじめとする調査書類等を破棄･処分するものとし、一切の記録を残してはならない。破棄・処分の際は、調査内容の機密が保持されるよう細心の注意をもって当たらなければならない。
（２）その他
①　この仕様書に定めるもののほか、業務の実施に関し必要な事項は、発注者と受注者が協議して決定するものとする。
②　県は、本仕様書に定める事項に逸脱する行為が認められた場合は、再調査の実施を命じ、あるいは、契約の解除等をなすことができるものとする。

③　本契約の実施に伴って生じた一切の成果に対する権利は、その生じた時から県に帰属する。

